予算要求資料
平成25年度９月補正予算　　　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名:新 障がい者一般就労移行促進事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　　電話番号：058-272-1111（内2613）

　　　　　　　　E-mail：c11226@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：1,000千円（現計予算額：0千円　　　補正後予算額：1,000千円）

	要求内容


	１　要求の内容


就労移行支援事業所及び就労継続支援事業所等が実施主体となり、以下の事業を実施することで、福祉就労から一般就労への移行を促進し、障がい者の自立を支援する。
【経　緯】

当事業は、平成２４年度まで事業の財源となっていた新法移行緊急経過措置事業費補助金（障害者自立支援対策臨時特例交付金（基金））が終了し、平成２５年度からあらたに地域生活支援事業費補助金（国補）の補助対象事業となったため、事業を継続するもの。
また、障害者雇用促進法における法定雇用率が引き上げられ、一般就労を目指す障がい者と、それを受け入れようとする企業側の橋渡し役が今まさに重要となっており、企業障がい者の橋渡し役の一つである就労支援事業所の活動を助成することで、障がい者、企業からのニーズに対応する。
【内　容】

（１）障がい者一般就労・職場定着促進支援事業
■以下①～③の事業１回につき、上限20千円を補助。

①社会適応等に関する講座企画・開催

 　   就労移行支援事業等において利用者に対して、福祉専門職員等や地域の障害者就業・生活支援センター等と協力し、社会適応訓練等に関する講座を企画・実施する場合に助成。

②勉強会・自主交流会企画・開催

　　  フォローアップの一環として、就労移行支援事業等において一般就労した者を対象に勉強会・自主交流会等を実施する場合に助成。

③障がい者の雇用を検討する企業の職務分析を実施

　　  就労移行支援事業者及び就労継続支援事業者が、障害者就業・生活支援センター等と協力し、実際に障がい者の雇用を検討する企業の職務分析を実施した場合に助成。　
　 （２）離職・再チャレンジ支援助成事業
■支援者1人につき、上限40千円を補助。

補助対象事業者が、離職の危機を迎えている者への対応（状況確認をし、課題整理の上で、企業内での環境改善及び本人の復職に向けた調整を実施）又はやむをえず離職した者への就労・訓練の機会の提供等の支援を、本人、保護者又は事業所に実施した場合に助成する。

（３）職場見学促進事業
■職場見学１回につき、上限20千円を補助。

就労移行支援事業者及び就労継続支援事業者が、地域の障害者就業･生活支援センター等と協力した上で、障がい者を雇用している企業に対し見学を依頼・実施した場合にその費用を助成。

【事業主体・実施主体】

 　　県内就労移行支援事業所及び就労継続支援事業所　

【負担区分及びその財源】
　 　国補事業（地域生活支援事業）；　国１／２　，　県１／２

	２　所要経費


（１）障がい者一般就労・職場定着促進支援事業　　　　　　　400千円     
（２）離職・再チャレンジ支援助成事業　 　　　　　　　　 　200千円

（３）職場見学促進事業                                  　400千円
　　　　　　　　　　　　　　　　           計　　　　　 1,000千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	1,000
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　　県内就労移行支援事業所及び就労継続支援事業所を利用している障がい者のうち一般就労への意欲を持った障がい者に対して職場見学、社会適応に関する講座等の事業を行うことで、一般就労への機会を安定的に提供していく。

　このため、平成２４年度で終了した新法移行緊急経過措置事業費補助金（障害者

自立支援対策臨時特例交付金（基金））から移行された地域生活支援事業費補助金（国

補）において当事業を補助金化して継続し、一般就労に対するニーズに対応する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	当事業を利用して一般就労に移行した者の数
	0名

（H21）
	9名

（H23）
	16名
(H24) 
	16名

(H24)
	   20名   
	80％


指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）障がい者一般就労・職場定着促進支援事業

①社会適応等に関する講座企画・開催　　延べ利用者／回数：148人／24回
②勉強会・自主交流会企画・開催　　　　延べ利用者／回数：117人／13回

（２）離職・再チャレンジ支援助成事業　　　　　　　　

　　○当該事業で支援を受けた「離職者、または離職の危機を迎えた者」：　４名

　　○そのうち支援により就職または、離職の危機を脱した者　　　　 ：　４名

　　　※支援を受けた者全員が復職又は離職の危機を脱している。

（３）職場見学促進事業 
　　○９社に対して職場見学を行い、62人が参加。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　当該事業により補助を受けている事業所は、一般就労への移行者数が年々増加又は継続して移行者を輩出しており、今後も当該事業を効果的に利用することで、より一層の一般就労の促進と、職場定着が期待できる。

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	一般就労を希望する障がい者、働く意欲のある障がい者にとって、社会適応に関する知識の養成や、職場見学による現場感覚の習得は、一般就労への意欲向上、モチベーションの維持につながるものである。また、当該事業に対する申請件数も年々増加しているため、こうした機会を確保していくことが必要である。
また、新法移行緊急経過措置事業費補助金（障害者自立支援対策臨時特例交付金（基金））は平成２４年度で終了したが、国庫補助事業である地域生活支援事業費補助金において当該事業が補助対象事業化されていることからも、一般就労に対する国の積極的な取組姿勢を伺うことができ、こうした国の情勢からも当該事業を継続する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	当該事業の取組を行った事業所では、一般就労移行者数が増加しまたは継続して移行者を輩出しており、当該事業による効果が見込まれる。
また、離職した者、離職の危機に至った者についても効果的に支援を行うことで、復職しまたは、離職の危機を脱しており、当該事業の効果が表れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

　 

　 ○
	障がい者一般就労・職場定着促進支援事業、離職・再チャレンジ支援助成事業、職場見学促進事業の３事業を効果的に行うことで、障がい者の一般就労から、その後の職場定着に至るまでの段階的で、効率的な支援が可能となる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
就労移行支援及び就労継続支援事業所の役割はますます重要になっているものの、就労支援のノウハウや、企業への理解不足等により、就職件数又は一般就労への移行率について、事業所間について差がみられる。 

また、当該補助を継続しなければ、一般就労移行への機会等が減少することとなり、障がい者等の就労への意欲、現場感覚の研鑽等これまでの事業で培われてきた多くの事業効果を失することとなる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

当該事業の実施により、一般就労を望む障がい者と、障がい者雇用を望む企業との橋渡し役となる事業所の支援力の差を是正することで、障がい者の一般就労を促進し、障がい者の自立に資するものとする。

　 


